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特
定
非
営
利
活
動
の
促
進
の
た
め
の
地
方
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
案
）

　
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
第
二
十
五
条
の
二
第
二
項
中
「
内
国
法
人
」
の
下
に
「
及
び
同
法
第
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法

人
」
を
加
え
、
「
同
法
第
十
一
条
第
一
項
」
を
「
同
項
」
に
改
め
る
。

　
第
三
十
四
条
第
一
項
第
五
号
の
四
中
「
支
出
し
、
」
を
「
支
出
し
た
所
得
割
の
納
税
義
務
者
　
」
に
改
め
、
「
が
十
万
円
を

超
え
る
所
得
割
の
納
税
義
務
者
　
そ
の
超
え
る
金
額
」
を
削
り
、
同
号
ロ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　
ハ
　
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
法
人
又
は
民
法
第
三
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法

　
　
　
人
の
う
ち
、
当
該
道
府
県
内
に
お
け
る
教
育
又
は
科
学
の
振
興
、
文
化
の
向
上
、
社
会
福
祉
へ
の
貢
献
そ
の
他
公
益
の

　
　
　
増
進
に
寄
与
す
る
も
の
と
し
て
当
該
道
府
県
の
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
道
府
県
知
事
が
指
定
し
た
も
の
に
対
す

　
　
　
る
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
寄
附
金

　
第
三
百
十
四
条
の
二
第
一
項
第
五
号
の
四
中
「
支
出
し
、
」
を
「
支
出
し
た
所
得
割
の
納
税
義
務
者
　
」
に
改
め
、
「
が
十

万
円
を
超
え
る
所
得
割
の
納
税
義
務
者
　
そ
の
超
え
る
金
額
」
を
削
り
、
同
号
ロ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

　
　
ハ
　
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
法
人
又
は
民
法
第
三
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
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人
の
う
ち
、
当
該
市
町
村
内
に
お
け
る
教
育
又
は
科
学
の
振
興
、
文
化
の
向
上
、
社
会
福
祉
へ
の
貢
献
そ
の
他
公
益
の

　
　
　
増
進
に
寄
与
す
る
も
の
と
し
て
当
該
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
市
町
村
長
が
指
定
し
た
も
の
に
対
す
る

　
　
　
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
寄
附
金

　
　
　
附
　
則

　
（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
法
律
は
、
平
成
十
四
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
（
道
府
県
民
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条
　
改
正
後
の
地
方
税
法
（
次
条
に
お
い
て
「
新
法
」
と
い
う
。
）
第
三
十
四
条
第
一
項
第
五
号
の
四
の
規
定
は
、
平
成

　
十
五
年
度
以
後
の
年
度
分
の
個
人
の
道
府
県
民
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
平
成
十
四
年
度
分
ま
で
の
個
人
の
道
府
県
民
税
に
つ

　
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

　
（
市
町
村
民
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
条
　
新
法
第
三
百
十
四
条
の
二
第
一
項
第
五
号
の
四
の
規
定
は
、
平
成
十
五
年
度
以
後
の
年
度
分
の
個
人
の
市
町
村
民
税

　
に
つ
い
て
適
用
し
、
平
成
十
四
年
度
分
ま
で
の
個
人
の
市
町
村
民
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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理
　
由

　
最
近
に
お
け
る
社
会
経
済
情
勢
等
に
か
ん
が
み
、
特
定
非
営
利
活
動
を
促
進
す
る
た
め
、
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

一
定
の
特
定
非
営
利
活
動
法
人
等
に
対
す
る
寄
附
金
の
支
出
を
、
個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
の
寄
附
金
控
除
の
対

象
と
す
る
こ
と
と
す
る
等
の
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。
　


